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(57)【要約】
【課題】発光層における蛍光発光効率の更なる向上を図
ることを目的とする。
【解決手段】本開示に係る表示装置は、基板と、前記基
板の上方に画素毎に設けられた第１下部電極と、前記第
１下部電極の上方に設けられた第１有機層と、前記第１
有機層内において前記画素毎に設けられ、励起三重項状
態の発光材料を含む第１発光層と、前記第１有機層の上
方に設けられた上部電極と、を含む第１有機発光ダイオ
ードと、前記第１発光層に熱を供給し、前記励起三重項
状態の前記発光材料が、励起一重項状態に逆系間交差さ
れるのを促進する発熱部材と、を含む。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、
　前記基板の上方に画素毎に設けられた第１下部電極と、前記第１下部電極の上方に設け
られた第１有機層と、前記第１有機層内において前記画素毎に設けられ、励起三重項状態
の発光材料を含む第１発光層と、前記第１有機層の上方に設けられた上部電極と、を含む
第１有機発光ダイオードと、
　前記第１発光層に熱を供給し、前記励起三重項状態の前記発光材料が、励起一重項状態
に逆系間交差されるのを促進する発熱部材と、
　を含む、表示装置。
【請求項２】
　前記発熱部材は、前記第１有機発光ダイオードが配置されたサブ発光画素に設けられた
熱源抵抗であり、
　前記熱源抵抗の一端は、前記熱源抵抗の前記一端の電位を制御する第１の熱源電源線制
御回路に接続され、
　前記熱源抵抗の他端は、前記第１有機発光ダイオードのカソードに接続された、
　請求項１に記載の表示装置。
【請求項３】
　前記第１の熱源電源線制御回路は、
　前記第１発光層に熱を供給する際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、前記第１有
機発光ダイオードのカソードの電位と異なる電位となるよう制御する、
　請求項２に記載の表示装置。
【請求項４】
　前記第１の熱源電源線制御回路は、
　前記第１発光層に熱を供給しない際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、前記第１
有機発光ダイオードのカソードの電位と同電位となるよう制御する、
　請求項３に記載の表示装置。
【請求項５】
　前記発熱部材は、前記第１有機発光ダイオードが配置されたサブ発光画素に設けられた
熱源抵抗であり、
　前記熱源抵抗の一端は、前記熱源抵抗の前記一端の電位を制御する第１の熱源電源線制
御回路に接続され、
　前記熱源抵抗の他端は、接地電位に固定された、
　請求項１に記載の表示装置。
【請求項６】
　前記第１の熱源電源線制御回路は、
　前記第１発光層に熱を供給する際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、接地電位と
異なる電位となるよう制御する、
　請求項５に記載の表示装置。
【請求項７】
　前記第１の熱源電源線制御回路は、
　前記第１発光層に熱を供給しない際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、接地電位
となるよう制御する、
　請求項６に記載の表示装置。
【請求項８】
　前記第１の熱源電源線制御回路は、前記サブ発光画素の画素列ごとに設けられた映像信
号線に接続された映像線駆動回路に含まれた、
　請求項２乃至７のいずれか一つに記載の表示装置。
【請求項９】
　前記発熱部材は、前記第１有機発光ダイオードが配置されたサブ発光画素に設けられた
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熱源抵抗であり、
　前記熱源抵抗の一端は、前記熱源抵抗の前記一端の電位を制御する第１の熱源電源線制
御回路に接続され、
　前記熱源抵抗の他端は、前記熱源抵抗の前記他端の電位を制御する第２の熱源電源線制
御回路に接続された、
　請求項１に記載の表示装置。
【請求項１０】
　前記第１の熱源電源線制御回路は、
　前記第１発光層に熱を供給する際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、前記熱源抵
抗の前記他端と異なる電位となるよう制御する、
　請求項９に記載の表示装置。
【請求項１１】
　前記第１の熱源電源線制御回路は、
　前記第１発光層に熱を供給しない際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、前記熱源
抵抗の前記他端と同電位となるよう制御する、
　請求項１０に記載の表示装置。
【請求項１２】
　前記第２の熱源電源線制御回路は、
　前記第１発光層に熱を供給する際には、前記熱源抵抗の前記他端の電位が、前記熱源抵
抗の前記一端と異なる電位となるよう制御する、
　請求項９に記載の表示装置。
【請求項１３】
　前記第２の熱源電源線制御回路は、
　前記第１発光層に熱を供給しない際には、前記熱源抵抗の前記他端の電位が、前記熱源
抵抗の前記一端と同電位となるよう制御する、
　請求項１２に記載の表示装置。
【請求項１４】
　前記第１の熱源電源線制御回路は、前記サブ発光画素の画素列ごとに設けられた映像信
号線に接続された映像線駆動回路に含まれ、
　前記第２の熱源電源線制御回路は、前記サブ発光画素の画素行ごとに設けられた走査信
号線に接続された走査線駆動回路に含まれた、
　請求項９乃至１３のいずれか一つに記載の表示装置。
【請求項１５】
　前記第１発光層は、熱活性化遅延蛍光材料を含む、
　請求項１乃至１４のいずれか一つに記載の表示装置。
【請求項１６】
　前記基板の上方に画素毎に設けられた第２下部電極と、前記第２下部電極の上方に設け
られた第２有機層と、前記第２有機層内において前記画素毎に設けられ、前記熱活性化遅
延蛍光材料を含まない第２発光層と、前記第２有機層の上方に設けられた前記上部電極と
、を含む第２有機発光ダイオードを更に含み、
　前記第１有機発光ダイオードが配置された第１のサブ発光画素には、前記発熱部材が設
けられ、
　前記第２有機発光ダイオードが配置された第２のサブ発光画素には、前記発熱部材が設
けられていない、
　請求項１５に記載の表示装置。
【請求項１７】
　前記第１発光層の発光色は、青色である、
　請求項１乃至１６のいずれか一つに記載の表示装置。
【請求項１８】
　前記第２発光層の発光色は、赤色又は緑色である、
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　請求項１６又は１７に記載の表示装置。

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンス（ｅｌｅｃｔｒｏｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ：ＥＬ）表
示装置などのフラットパネルディスプレイは、基板上に薄膜トランジスタ（ｔｈｉｎ　ｆ
ｉｌｍ　ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ：ＴＦＴ）や有機発光ダイオード（ｏｒｇａｎｉｃ　ｌｉ
ｇｈｔ－ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｉｏｄｅ：ＯＬＥＤ）などが形成された表示パネルを有す
る。
【０００３】
　下記特許文献１においては、熱活性型の蛍光遅延材料、即ち熱活性化遅延蛍光（TADF：
thermally activated delayed fluorescence）材料を、有機ＥＬ表示装置の発光層に用い
ることが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－１１６９７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、上記従来の構成においては、発光層における蛍光発光効率の更なる向上が課題
となっていた。即ち、発光層に用いられる熱活性化遅延蛍光材料等の発光材料が、励起三
重項状態へと遷移した後、励起一重項状態に逆系間交差される効率の更なる向上が課題と
なっていた。
【０００６】
　本発明は、上記問題点に鑑みてなされたものであり、発光層における蛍光発光効率の更
なる向上を図ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　（１）本開示に係る表示装置は、基板と、前記基板の上方に画素毎に設けられた第１下
部電極と、前記第１下部電極の上方に設けられた第１有機層と、前記第１有機層内におい
て前記画素毎に設けられ、励起三重項状態の発光材料を含む第１発光層と、前記第１有機
層の上方に設けられた上部電極と、を含む第１有機発光ダイオードと、前記第１発光層に
熱を供給し、前記励起三重項状態の前記発光材料が、励起一重項状態に逆系間交差される
のを促進する発熱部材と、を含む。
【０００８】
　（２）上記（１）における表示装置において、前記発熱部材は、前記第１有機発光ダイ
オードが配置されたサブ発光画素に設けられた熱源抵抗であり、前記熱源抵抗の一端は、
前記熱源抵抗の前記一端の電位を制御する第１の熱源電源線制御回路に接続され、前記熱
源抵抗の他端は、前記第１有機発光ダイオードのカソードに接続された構成としてもよい
。
【０００９】
　（３）上記（２）における表示装置において、前記第１の熱源電源線制御回路は、前記
第１発光層に熱を供給する際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、前記第１有機発光
ダイオードのカソードの電位と異なる電位となるよう制御する構成としてもよい。
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【００１０】
　（４）上記（３）における表示装置において、前記第１の熱源電源線制御回路は、前記
第１発光層に熱を供給しない際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、前記第１有機発
光ダイオードのカソードの電位と同電位となるよう制御する構成としてもよい。
【００１１】
　（５）上記（１）における表示装置において、前記発熱部材は、前記第１有機発光ダイ
オードが配置されたサブ発光画素に設けられた熱源抵抗であり、前記熱源抵抗の一端は、
前記熱源抵抗の前記一端の電位を制御する第１の熱源電源線制御回路に接続され、前記熱
源抵抗の他端は、接地電位に固定された構成としてもよい。
【００１２】
　（６）上記（５）における表示装置において、前記第１の熱源電源線制御回路は、前記
第１発光層に熱を供給する際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、接地電位と異なる
電位となるよう制御する構成としてもよい。
【００１３】
　（７）上記（６）における表示装置において、前記第１の熱源電源線制御回路は、前記
第１発光層に熱を供給しない際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、接地電位となる
よう制御する構成としてもよい。
【００１４】
　（８）上記（２）～（７）における表示装置において、前記第１の熱源電源線制御回路
は、前記サブ発光画素の画素列ごとに設けられた映像信号線に接続された映像線駆動回路
に含まれた構成としてもよい。
【００１５】
　（９）上記（１）における表示装置において、前記発熱部材は、前記第１有機発光ダイ
オードが配置されたサブ発光画素に設けられた熱源抵抗であり、前記熱源抵抗の一端は、
前記熱源抵抗の前記一端の電位を制御する第１の熱源電源線制御回路に接続され、前記熱
源抵抗の他端は、前記熱源抵抗の前記他端の電位を制御する第２の熱源電源線制御回路に
接続された構成としてもよい。
【００１６】
　（１０）上記（９）における表示装置において、前記第１の熱源電源線制御回路は、前
記第１発光層に熱を供給する際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、前記熱源抵抗の
前記他端と異なる電位となるよう制御する構成としてもよい。
【００１７】
　（１１）上記（１０）における表示装置において、前記第１の熱源電源線制御回路は、
前記第１発光層に熱を供給しない際には、前記熱源抵抗の前記一端の電位が、前記熱源抵
抗の前記他端と同電位となるよう制御する構成としてもよい。
【００１８】
　（１２）上記（９）における表示装置において、前記第２の熱源電源線制御回路は、前
記第１発光層に熱を供給する際には、前記熱源抵抗の前記他端の電位が、前記熱源抵抗の
前記一端と異なる電位となるよう制御する構成としてもよい。
【００１９】
　（１３）上記（１２）における表示装置において、前記第２の熱源電源線制御回路は、
前記第１発光層に熱を供給しない際には、前記熱源抵抗の前記他端の電位が、前記熱源抵
抗の前記一端と同電位となるよう制御する構成としてもよい。
【００２０】
　（１４）上記（９）～（１３）における表示装置において、前記第１の熱源電源線制御
回路は、前記サブ発光画素の画素列ごとに設けられた映像信号線に接続された映像線駆動
回路に含まれ、前記第２の熱源電源線制御回路は、前記サブ発光画素の画素行ごとに設け
られた走査信号線に接続された走査線駆動回路に含まれた構成としてもよい。
【００２１】
　（１５）上記（１）～（１４）における表示装置において、前記第１発光層は、熱活性



(6) JP 2019-47056 A 2019.3.22

10

20

30

40

50

化遅延蛍光材料を含む構成としてもよい。
【００２２】
　（１６）上記（１５）における表示装置において、前記基板の上方に画素毎に設けられ
た第２下部電極と、前記第２下部電極の上方に設けられた第２有機層と、前記第２有機層
内において前記画素毎に設けられ、前記熱活性化遅延蛍光材料を含まない第２発光層と、
前記第２有機層の上方に設けられた前記上部電極と、を含む第２有機発光ダイオードを更
に含み、前記第１有機発光ダイオードが配置された第１のサブ発光画素には、前記発熱部
材が設けられ、前記第２有機発光ダイオードが配置された第２のサブ発光画素には、前記
発熱部材が設けられていない構成としてもよい。
【００２３】
　（１７）上記（１）～（１６）における表示装置において、前記第１発光層の発光色は
、青色である構成としてもよい。
【００２４】
　（１８）上記（１６）～（１７）における表示装置において、前記第２発光層の発光色
は、赤色又は緑色である構成としてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】図１は、本実施形態に係る表示装置の概略の構成を示す模式図である。
【図２】図２は、本実施形態に係る表示装置の画素マトリクス回路の概略を示す模式図で
ある。
【図３】図３は、図２に示したサブ発光画素の回路構成を示す模式図である。
【図４】図４は、図２に示したサブ発光画素の回路構成を他の実施例を示す模式図である
。
【図５】図５は、本実施形態に係る表示装置の画素マトリクス回路の他の実施例を示す模
式図である。
【図６】図６は、本実施形態に係る表示装置における表示パネルの模式的な平面図である
。
【図７】図７は、図６に示すVII－VII線に沿った位置での表示パネルの模式的な垂直断面
図である。
【図８】図８は、図６に示すVII－VII線に沿った位置での表示パネルの模式的な垂直断面
図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
［第１の実施形態］
　以下、本発明の実施の形態について、図面に基づいて説明する。
【００２７】
　なお、本開示はあくまで一例にすぎず、当業者において、発明の主旨を保っての適宜変
更について容易に想到し得るものについては、当然に本発明の範囲に含有されるものであ
る。また、図面は説明をより明確にするため、実際の態様に比べ、各部の幅、厚さ、形状
等について模式的に表される場合があるが、あくまで一例であって、本発明の解釈を限定
するものではない。また、本明細書と各図において、既出の図に関して前述したものと同
様の要素には、同一の符号を付して、詳細な説明を適宜省略することがある。
【００２８】
　さらに、本発明の詳細な説明において、ある構成物と他の構成物の位置関係を規定する
際、「上に」、「上方に」、「下に」、「下方に」とは、ある構成物の直上あるいは直下
に位置する場合のみでなく、特に断りの無い限りは、間にさらに他の構成物を介在する場
合を含むものとする。
【００２９】
　本実施形態に係る表示装置２は、例えば有機エレクトロルミネッセンス表示装置であり
、テレビ、パソコン、携帯端末、携帯電話等に搭載される。図１は本実施形態に係る表示
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装置２の概略の構成を示す模式図である。表示装置２は、画像を表示する画素アレイ部４
と、当該画素アレイ部４を駆動する駆動部とを備える。表示装置２は、ガラスなどからな
る基材を有していてもよい。表示装置２は、可撓性を有するフレキシブルディスプレイで
あってもよく、その場合は可撓性を有した樹脂フィルムなどからなる基材を有していても
よい。表示装置２は、当該基材の内部又は上方に設けられた配線と、を含む配線層を有す
る。
【００３０】
　画素アレイ部４には画素に対応して有機発光ダイオード６及び画素回路８がマトリクス
状に配置される。画素回路８は、点灯ＴＦＴ（ｔｈｉｎ　ｆｉｌｍ　ｔｒａｎｓｉｓｔｏ
ｒ）１０、駆動ＴＦＴ１２、及びキャパシタ１４などを含む。
【００３１】
　一方、駆動部は、走査線駆動回路２０、映像線駆動回路２２、駆動電源回路２４及び制
御装置２６を含み、画素回路８を駆動し、有機発光ダイオード６の発光を制御する。
【００３２】
　走査線駆動回路２０は画素の水平方向の並び（画素行）ごとに設けられた走査信号線２
８に接続されている。走査線駆動回路２０は制御装置２６から入力されるタイミング信号
に応じて走査信号線２８を順番に選択し、選択した走査信号線２８に、点灯ＴＦＴ１０を
オンする電圧を印加する。
【００３３】
　映像線駆動回路２２は画素の垂直方向の並び（画素列）ごとに設けられた映像信号線３
０に接続されている。映像線駆動回路２２は制御装置２６から映像信号を入力され、走査
線駆動回路２０による走査信号線２８の選択に合わせて、選択された画素行の映像信号に
応じた電圧を各映像信号線３０に出力する。当該電圧は、選択された画素行にて点灯ＴＦ
Ｔ１０を介してキャパシタ１４に書き込まれる。駆動ＴＦＴ１２は書き込まれた電圧に応
じた電流を有機発光ダイオード６に供給し、これにより、選択された走査信号線２８に対
応する画素の有機発光ダイオード６が発光する。
【００３４】
　駆動電源回路２４は画素列ごとに設けられた駆動電源線３２に接続され、駆動電源線３
２及び選択された画素行の駆動ＴＦＴ１２を介して有機発光ダイオード６に電流を供給す
る。
【００３５】
　ここで、有機発光ダイオード６の下部電極は駆動ＴＦＴ１２に接続される。一方、各有
機発光ダイオード６の上部電極は、全画素の有機発光ダイオード６に共通の電極で構成さ
れる。下部電極を陽極（アノード）として構成する場合は、高電位が入力され、上部電極
は陰極（カソード）となって低電位が入力される。下部電極を陰極（カソード）として構
成する場合は、低電位が入力され、上部電極は陽極（アノード）となって高電位が入力さ
れる。
【００３６】
　図２は本実施形態に係る表示装置２の画素マトリクス回路の概略を示す模式図である。
図２に示す例においては、図面を単純化するために、図１に示した画素回路８を、赤色発
光のサブ発光画素３６Ｒ、緑色発光のサブ発光画素３６Ｇ、及び青色発光のサブ発光画素
３６Ｂを用いて図示している。また、図１に示した制御装置２６、及び駆動電源回路２４
を省略して図示している。
【００３７】
　図２に示す例においては、映像線駆動回路２２が第１の熱源電源線制御回路を含み、映
像線駆動回路２２が、映像信号線３０のみならず第１の熱源電源線３４にも接続されてい
る。即ち、第１の熱源電源線制御回路を含む映像線駆動回路２２が、第１の熱源電源線３
４に印加する電圧を制御する。本実施例においては、第１の熱源電源線３４が、赤色発光
のサブ発光画素３６Ｒ、緑色発光のサブ発光画素３６Ｇ、及び青色発光のサブ発光画素３
６Ｂの其々に接続されており、各サブ発光画素に熱を供給する役割を担う。
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【００３８】
　図３は、図２に示したサブ発光画素の回路構成を示す模式図である。図１を用いて上述
した通り、走査線駆動回路２０は、走査信号線２８に接続されており、制御装置２６から
入力されるタイミング信号に応じて走査信号線２８を順番に選択し、選択した走査信号線
２８に、点灯ＴＦＴ１０をオンする電圧を印加する。また、映像線駆動回路２２は、映像
信号線３０に接続されており、制御装置２６から映像信号を入力され、走査線駆動回路２
０による走査信号線２８の選択に合わせて、選択された画素行の映像信号に応じた電圧を
各映像信号線３０に出力する。当該電圧は点灯ＴＦＴ１０を介してキャパシタ１４に書き
込まれる。駆動ＴＦＴ１２は書き込まれた電圧に応じた電流を有機発光ダイオード６に供
給し、選択された走査信号線２８に対応する画素の有機発光ダイオード６が発光する。
【００３９】
　更に、本実施形態においては、映像線駆動回路２２に接続された第１の熱源電源線３４
が、画素の垂直方向の並び（画素列）ごとに設けられている。第１の熱源電源線３４は、
有機発光ダイオード６、点灯ＴＦＴ１０、駆動ＴＦＴ１２、及びキャパシタ１４と、直接
的には接続されておらず、本実施形態における発熱部材である熱源抵抗１６の一端に接続
されている。熱源抵抗１６は有機発光ダイオード６の近傍に配置される。熱源抵抗１６の
他端は接地電位に固定するか、有機発光ダイオード６のカソードに接続する構成としても
よい。本実施形態においては、有機発光ダイオード６のカソードに熱源抵抗１６の他端が
接続された構成を例に挙げて説明する。
【００４０】
　熱源抵抗１６は、ポリシリコン膜、有機発光ダイオード６よりも抵抗値が低くなるよう
に不純物ドープされた有機材料や、導電性高分子材料等により構成することができる。
【００４１】
　映像線駆動回路２２に含まれた第１の熱源電源線制御回路から、第１の熱源電源線３４
に、有機発光ダイオード６のカソードと異なる電圧が印加されることにより、熱源抵抗１
６が発熱する。即ち、第１の熱源電源線制御回路が、熱源抵抗１６の一端の電位を、有機
発光ダイオード６のカソードの電位と異なる電位に制御することにより、有機発光ダイオ
ード６の発光層に熱を供給することができる。なお、熱源抵抗１６の他端を接地電位に固
定している場合は、第１の熱源電源制御回路が、熱源抵抗１６の一端の電位を、接地電位
と異なる電位に制御する。
【００４２】
　有機発光ダイオード６の発光層に熱を供給する必要がない場合、即ちサブ発光画素に熱
を供給する必要がない場合には、第１の熱源電源線制御回路は、第１の熱源電源線３４に
、有機発光ダイオード６のカソードと同電位の電圧を印加する。即ち、熱源抵抗１６の一
端の電位を、有機発光ダイオード６のカソードの電位と同電位に制御する。なお、熱源抵
抗１６の他端を接地電位に工程している場合は、第１の熱源電源制御回路が、熱源抵抗１
６の一端の電位を、接地電位に制御する。
【００４３】
　なお、第１の熱源電源線３４に印加する電圧は、外部からの要求に応じて多段階に設定
できるようにしてもよい。
【００４４】
　このように、第１の熱源電源線３４に印加する電圧を制御することにより、有機発光ダ
イオード６に熱を加えることが可能となり、その結果として、発光層に用いられる熱活性
化遅延蛍光材料等の発光材料が、励起三重項状態へと遷移した後、励起一重項状態に逆系
間交差される効率を向上させることが可能となる。即ち、発熱部材である熱源抵抗１６に
より発せられた熱が、励起三重項状態の発光材料を励起一重項状態に逆系間交差されるの
を促進することにより、有機発光ダイオード６に含まれた発光層における蛍光発光効率を
向上させることができる。
【００４５】
　なお、本実施形態においては、映像線駆動回路２２が第１の熱源電源線制御回路を含み
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、映像線駆動回路２２が、第１の熱源電源線３４に電圧を印加する構成を例に挙げて説明
したが、映像線駆動回路２２とは別に、第１の熱源電源線３４を制御する第１の熱源電源
線制御回路を設ける構成としてもよい。
【００４６】
　図４は、サブ発光画素の回路構成を他の実施例を示す模式図である。図４に示す例にお
いては、画素の垂直方向の並び（画素列）ごとに設けられた第１の熱源電源線３４のみな
らず、画素の水平方向の並び（画素行）ごとに設けられた第２の熱源電源線３５を備えて
いる。第２の熱源電源線３５は第２の熱源電源線制御回路に接続されており、第２の熱源
電源線制御回路が第２の熱源電源線３５に印加する電圧を制御している。
【００４７】
　そして、サブ発光画素は、第１の熱源電源線３４と第２の熱源電源線３５に接続された
熱源抵抗１７を有している。熱源抵抗１７の一端は第１の熱源電源線３４に接続されてお
り、熱源抵抗１７の他端は第２の熱源電源線３５に接続されている。
【００４８】
　本実施例における熱源抵抗１７は、不純物ドープされた低温多結晶シリコン薄膜や、そ
の他の導体により構成することができる。
【００４９】
　第１の熱源電源線３４と第２の熱源電源線３５の其々に印加する電圧を異ならせること
により、熱源抵抗１６を発熱させることができる。即ち、第１の熱源電源線制御回路が、
第１の熱源電源線３４を介して、熱源抵抗１７の一端の電位を、第２の熱源電源線制御回
路に接続された熱源抵抗１７の他端と異なる電位に制御することにより、有機発光ダイオ
ード６の発光層に熱を供給することができる。あるいは、第２の熱源電源線制御回路が、
第２の熱源電源線３５を介して、熱源抵抗１７の他端の電位を、第１の熱源電源線制御回
路に接続された熱源抵抗１７の一端と異なる電位に制御することにより、有機発光ダイオ
ード６の発光層に熱を供給することができる。
【００５０】
　有機発光ダイオード６の発光層に熱を供給する必要がない場合、即ち、サブ発光画素に
熱を供給する必要がない場合には、第１の熱源電源線３４と第２の熱源電源線３５の双方
に同電位の電圧を印加する。即ち、第１の熱源電源線制御回路が、第１の熱源電源線３４
を介して、熱源抵抗１７の一端の電位を、第２の熱源電源線制御回路に接続された熱源抵
抗１７の他端と同電位になるよう制御する。あるいは、第２の熱源電源線制御回路が、第
２の熱源電源線３５を介して、熱源抵抗１６の他端の電位を、第１の熱源電源線制御回路
に接続された熱源抵抗１７の一端と同電位になるよう制御する。
【００５１】
　なお、第１の熱源電源線３４、及び第２の熱源電源線３５に印加する電圧は、外部から
の要求に応じて多段階に設定できるようにしてもよい。第１の熱源電源線３４と第２の熱
源電源線３５との駆動を入れ替えることも可能であり、また、一方を接地電位等に固定す
ることも可能である。
【００５２】
　なお、走査線駆動回路２０や映像線駆動回路２２が第２の熱源電源線制御回路を含む構
成としてもよく、その場合、第２の熱源電源線３５の制御は、走査線駆動回路２０や映像
線駆動回路２２などが行う。また、第２の熱源電源線３５を制御する第２の熱源電源線制
御回路を別途設ける構成としてもよい。
【００５３】
　このように、第１の熱源電源線３４に印加する電圧、及び第２の熱源電源線３５に印加
する電圧の内の少なくとも一方を制御することにより、有機発光ダイオード６に熱を加え
ることが可能となり、その結果として、発光層に用いられる熱活性化遅延蛍光材料等の発
光材料が、励起三重項状態へと遷移した後、励起一重項状態に逆系間交差される効率を向
上させることが可能となる。即ち、発熱部材である熱源抵抗１７により発せられた熱が、
励起三重項状態の発光材料を励起一重項状態に逆系間交差されるのを促進することにより
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、有機発光ダイオード６に含まれた発光層における蛍光発光効率を向上させることができ
。また低温下では、発光素子の応答速度がエネルギー変換に律速されるため、残像が発生
しやすい。本構成は、残像発生による不具合の発生を抑制することができる。
【００５４】
　図５は本実施形態に係る表示装置２の画素マトリクス回路の他の実施例を示す模式図で
ある。図５に示す例においては、第１の熱源電源線３４を、青色発光のサブ発光画素３６
Ｂの画素列のみに設ける構成としている。この構成は、例えば青色発光の有機発光ダイオ
ード６の発光層に、低温下で残像が生じやすい熱活性化遅延蛍光（TADF：thermally acti
vated delayed fluorescence）材料を用い、赤色、及び緑色発光の有機発光ダイオード６
には燐光素子を用いるような場合に有効である。以下、その理由について説明する。
【００５５】
　まず、熱を供給する必要がない赤色発光のサブ発光画素３６Ｒ、緑色発光のサブ発光画
素３６Ｇに第１の熱源電源線３４を設けない構成とすることにより、第１の熱源電源線３
４の本数を減らすことができるため、画素回路８の構成を簡略化することができ、生産性
向上に有利である。
【００５６】
　また、赤色発光のサブ発光画素３６Ｒ、及び緑色発光のサブ発光画素３６Ｇを不必要に
加熱することがないため、消費電力を抑えることができる。
【００５７】
　更に、熱活性型材料を含まない燐光素子である赤色、及び緑色発光の有機発光ダイオー
ド６に熱が伝達されるのを抑制することで、赤色、及び緑色発光の有機発光ダイオード６
の寿命が短くなるのを抑制することができる。
【００５８】
　図６は表示装置２の表示パネル４０の模式的な平面図である。表示パネル４０の表示領
域４２に図１に示した画素アレイ部４が設けられ、上述したように画素アレイ部４には有
機発光ダイオード６が配列される。
【００５９】
　表示パネル４０には表示領域４２外に駆動部形成領域４６が設けられ、表示領域４２に
つながる配線が配置される。さらに駆動部形成領域４６には駆動部を構成するドライバＩ
Ｃ４８が搭載されたり、ＦＰＣ（Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｐｒｉｎｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔｓ
）４４が接続されたりする。ＦＰＣ４４は走査線駆動回路２０、映像線駆動回路２２、駆
動電源回路２４及び制御装置２６等に接続されたり、その上にＩＣを搭載されたりする。
【００６０】
　以下、図７を用いて、本実施形態における一つの実施例について説明する。図７は図６
に示すVII－VII線に沿った位置での表示パネル４０の模式的な垂直断面図である。
【００６１】
　図７に示すように、本実施形態の表示パネル４０は、アレイ基板５０を有する。本実施
形態においては、アレイ基板５０を構成する材料としてポリイミドを用いている。ただし
、シートディスプレイとして十分な可撓性を有する基材であれば、アレイ基板５０を構成
する材料として、他の樹脂材料を用いてもよい。
【００６２】
　アレイ基板５０の上方には、アンダーコート層として、第１シリコン酸化膜５４、第１
シリコン窒化膜５６、第２シリコン酸化膜５８を含む三層積層構造を設けている。最下層
の第１シリコン酸化膜５４は、アレイ基板５０との密着性向上のため、中層の第１シリコ
ン窒化膜５６は、外部からの水分及び不純物のブロック膜として、最上層の第２シリコン
酸化膜５８は、第１シリコン窒化膜５６中に含有される水素原子が半導体層側に拡散しな
いようにするブロック膜として、それぞれ設けられる。なお、アンダーコート層は、特に
この構造に限定されるものではなく、更なる積層を有する構造であってもよいし、単層構
造あるいは二層以上の積層構造としてもよい。
【００６３】
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　アンダーコート層の上方には、上述した熱源抵抗１６（又は熱源抵抗１７）を設けてい
る。なお、この図７に示す実施例においては、熱源抵抗１６（又は熱源抵抗１７）をアン
ダーコート層の上面に設ける構成を例示しているが、熱源抵抗１６（又は熱源抵抗１７）
の配置場所は、複数のアンダーコート層の層間や、アンダーコート層の下方であってもよ
い。また、後述する平坦化膜７２を複数層で構成し、複数層の平坦化膜７２の層間に配置
する構成としてもよい。
【００６４】
　この熱源抵抗１６（又は熱源抵抗１７）は、平面視において、後述する第１発光層１０
４Ｂと重畳するように配置している。このような構成とすることにより、第１有機発光ダ
イオード６Ｂにおける第１発光層１０４Ｂに熱を加えることが可能となり、その結果とし
て、第１発光層１０４Ｂに用いられる熱活性化遅延蛍光材料等の発光材料が、励起三重項
状態へと遷移した後、励起一重項状態に逆系間交差される効率を向上させることが可能と
なる。即ち、発熱部材である熱源抵抗１６（又は熱源抵抗１７）により発せられた熱が、
励起三重項状態の発光材料を励起一重項状態に逆系間交差されるのを促進することにより
、第１有機発光ダイオード６Ｂに含まれた発光層における蛍光発光効率を向上させること
ができる。
【００６５】
　また、アンダーコート層の上方には、第１駆動ＴＦＴ１２Ａ、第２駆動ＴＦＴ１２Ｂ、
第３駆動ＴＦＴ１２Ｃが設けられる。各駆動ＴＦＴ１２は、チャネル領域とソース・ドレ
イン領域との間に、低濃度不純物領域が設けられた構造を有する。本実施形態においては
、ゲート絶縁膜６０としてシリコン酸化膜を用い、ゲート電極としてＴｉ、Ａｌの積層構
造からなる第１配線６２を用いている。第１配線６２は、駆動ＴＦＴ１２のゲート電極と
しての機能に加え、保持容量線としても機能する。即ち、第１配線６２は、ポリシリコン
膜６４との間で、保持容量の形成に用いられる。
【００６６】
　本実施形態においては、この駆動ＴＦＴ１２におけるポリシリコン膜６４を製膜する際
に、同一の材料で、熱源抵抗１６（１７）を製膜する。このような製造方法とすることに
より、ポリシリコン膜６４を製膜するステップと、熱源抵抗１６（１７）を製膜するステ
ップとを、同一ステップで行うことができるため、生産性が高い。
【００６７】
　なお、熱源抵抗１６（１７）は、駆動ＴＦＴ１２におけるポリシリコン膜６４を製膜す
るステップと異なる他のステップで製膜してもよく、ポリシリコン膜６４と異なる材料を
用いて形成しても構わない。
【００６８】
　なお、第３駆動ＴＦＴ１２Ｃの配置に関しては、図８に示すように、第１発光層１０４
Ｂから離れた位置に配置することにより、熱源抵抗１６（又は熱源抵抗１７）の配置スペ
ースを確保することができる。
【００６９】
　駆動ＴＦＴ１２の上方においては、層間絶縁膜となる第２シリコン窒化膜６６、及び第
３シリコン酸化膜６８をそれぞれ積層し、さらにソース・ドレイン電極及び引き回し配線
となる第２配線７０を形成する。本実施形態においては、第２配線７０が、Ｔｉ、Ａｌ、
Ｔｉの三層積層構造を有する構成とした。層間絶縁膜、第１配線６２と同層の導電層で形
成される電極と、駆動ＴＦＴ１２のソース・ドレイン配線と同層の導電層で形成される電
極とで、保持容量が形成される。引き回し配線は、アレイ基板５０周縁の端部にまで延在
され、図２に示したＦＰＣ４４やドライバＩＣ４８を接続する端子を形成する。
【００７０】
　駆動ＴＦＴ１２の上方においては、平坦化膜７２を形成する。平坦化膜７２としては感
光性アクリルやポリイミド等の有機材料が多く用いられる。平坦化膜７２は、ＣＶＤ（ch
emical vapor deposition）法等により形成される無機絶縁材料に比べ、表面の平坦性に
優れる。平坦化膜７２は、画素コンタクト部、及び周辺領域では除去される。平坦化膜７
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２の除去により露出された第２配線７０の上面は、ＩＴＯ(Indium Tin Oxide)等からなる
透明導電膜７４により被覆される。
【００７１】
　続いて、透明導電膜７４と同層に、第３配線７６を設ける。本実施形態においては、こ
の第３配線７６はＭｏ、Ａｌ、Ｍｏの三層積層構造で設けられ、周辺引き回し配線や、画
素内で付加的に設けられる容量素子の形成に用いられる。先程、平坦化膜７２を除去した
後に露出された第２配線７０の上面を透明導電膜７４で被覆するのは、第３配線７６のパ
ターニング工程から第２配線７０の露出面を保護する意味もある。透明導電膜７４、及び
第３配線７６の上面は、一旦、第３シリコン窒化膜７８で被覆される。その後、透明導電
膜７４の画素コンタクト部において、第３シリコン窒化膜７８に開口部が設けられ、透明
導電膜７４の上面の一部が露出される。
【００７２】
　その後、開口部から露出された透明導電膜７４の上面に接続されるよう、画素電極とな
る下部電極８０を形成する。本実施形態においては、下部電極８０は反射電極として形成
され、ＩＴＯ、Ａｇ、ＩＴＯからなる三層積層構造を有する。画素コンタクト部において
は、透明導電膜７４、第３シリコン窒化膜７８、下部電極８０によって付加容量が形成さ
れる。ところで、下部電極８０のパターニング時、一部において透明導電膜７４がエッチ
ング環境にさらされるが、透明導電膜７４の形成工程後から、下部電極８０の形成工程ま
での間に行われるアニール処理によって、透明導電膜７４は下部電極８０のエッチングに
対し耐性を有する。
【００７３】
　下部電極８０の形成工程後、バンク、又はリブと呼ばれる、画素領域の隔壁となる絶縁
膜８２を形成する。絶縁層８２としては平坦化膜７２と同じく感光性アクリル等が用いら
れる。絶縁膜８２は、下部電極８０の上面を発光領域として露出するように開口され、そ
の開口端はなだらかなテーパー形状となるのが好ましい。開口端が急峻な形状になってい
ると、後で形成される有機層１００のカバレッジ不良を生ずる。ここで、平坦化膜７２と
絶縁膜８２は、両者の間に介在する第３シリコン窒化膜７８に設けた開口部を通じて接触
させている部位を有する。この開口部は、絶縁膜８２の形成工程後の熱処理等を通じて、
平坦化膜７２から脱離する水分や脱ガスを、絶縁膜８２を通じて引き抜くために設けてい
る。
【００７４】
　絶縁膜８２の形成後、有機層１００を構成する有機材料を積層形成する。有機層１００
を構成する積層構造として、下部電極８０側から順に、正孔輸送層１０２、発光層１０４
、電子輸送層１０６を積層形成する。本実施形態において、正孔輸送層１０２と電子輸送
層１０６とは、複数のサブ画素に亘って形成され、発光層１０４は、サブ画素ごとに形成
される。有機層１００は、蒸着による形成であってもよいし、溶媒分散の上での塗布形成
であってもよい。また、有機層１００は、各サブ画素に対して、選択的に形成してもよい
し、表示領域４２を覆う全面において、層状に形成されてもよい。有機層１００を全面に
おいて層状に形成する場合は、全サブ画素において白色光を得て、カラーフィルタ（図示
せず）によって所望の色波長部分を取り出す構成とすることができる。本実施形態におい
ては、有機層１００を、各サブ画素に、選択的に形成する構成を採用する。
【００７５】
　有機層１００の形成後、上部電極８４を形成する。本実施形態においては、トップエミ
ッション構造としているため、上部電極８４は、透明導電材料、例えばＩＴＯやＩＺＯ（
Indium Zinc Oxide）を用いて形成される。前述の有機層１００の形成順序に従うと、下
部電極８０が陽極となり、上部電極８４が陰極となる。
【００７６】
　これら上部電極８４、有機層１００、下部電極８０により、有機発光ダイオード６を構
成している。本実施形態において、表示装置２は、緑色に発光する第３発光層１０４Ｇを
その第３有機層１００Ｇ内に含む、第３有機発光ダイオード６Ｇと、赤色に発光する第２
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発光層１０４Ｒをその第２有機層１００Ｒ内に含む、第２有機発光ダイオード６Ｒと、青
色に発光する第１発光層１０４Ｂをその第１有機層１００Ｂ内に含む、第１有機発光ダイ
オード６Ｂと、を備えている。
【００７７】
　本実施形態においては、青色に発光する第１発光層１０４Ｂは、熱活性型材料を含んで
おり、具体的には熱活性化遅延蛍光材料をアシストドーパントとして含んでいる。また、
赤色に発光する第２発光層１０４Ｒ、及び緑色に発光する第３発光層１０４Ｇは、熱活性
型材料を含まない発光層１０４であり、第２発光層１０４Ｒを含む第２有機発光ダイオー
ド６Ｒ、及び第３発光層１０４Ｇを含む第３有機発光ダイオード６Ｇは、燐光素子である
。
【００７８】
　特開２０１３－１１６９７５号公報等に開示されているように、通常、キャリア注入型
の有機ＥＬ素子の場合、生成した励起子のうち、励起一重項状態に励起されるのは２５％
であり、残り７５％は励起三重項状態に励起される。従って、励起三重項状態からの発光
である燐光を利用するほうが、エネルギーの利用効率が高い。しかしながら、励起三重項
状態は寿命が長いため、励起状態の飽和や励起三重項状態の励起子との相互作用によるエ
ネルギーの失活が起こり、一般に燐光の量子収率が高くないことが多い。
【００７９】
　一方、遅延蛍光材料は、系間交差等により励起三重項状態へとエネルギーが遷移した後
、三重項－三重項消滅あるいは熱エネルギーの吸収により、励起一重項状態に逆系間交差
され蛍光を放射する。有機ＥＬ素子に遅延蛍光材料を利用した場合、励起一重項状態の励
起子は通常通り蛍光を放射する。一方、励起三重項状態の励起子は、熱を吸収して励起一
重項へ系間交差され蛍光を放射する。このとき、励起一重項からの発光であるため蛍光と
同波長での発光でありながら、励起三重項状態から励起一重項状態への逆系間交差により
、生じる光の寿命は通常の蛍光や燐光よりも長くなるため、これらよりも遅延した蛍光と
して観察される。これを遅延蛍光として定義できる。
【００８０】
　このような熱活性化型の励起子移動機構を用いれば、キャリア注入後に熱エネルギーの
吸収を経ることにより、通常は２５％しか生成しなかった励起一重項状態の化合物の比率
を２５％以上に引き上げることが可能となる。
【００８１】
　なお、本実施形態においては、青色に発光する第１有機発光ダイオード６Ｂにおける第
１発光層１０４Ｂの下方に、熱源抵抗１６（又は熱源抵抗１７）を配置する構成を例示し
たが、他の発光色の有機発光ダイオード６の発光層１０４に熱活性化遅延蛍光材料等の熱
活性型材料が用いられる場合には、当該発光層１０４の下方に熱源抵抗１６（又は熱源抵
抗１７）を配置する構成としても構わない。
【００８２】
　第３有機発光ダイオード６Ｇの下部電極８０は、第１駆動ＴＦＴ１２Ａに接続され、第
２有機発光ダイオード６Ｒの下部電極８０は、第２駆動ＴＦＴ１２Ｂに接続され、第１有
機発光ダイオード６Ｂの下部電極８０は、第３駆動ＴＦＴ１２Ｃに接続されている。
【００８３】
　上部電極８４の形成後、パッシベーション層９０を形成する。パッシベーション層９０
は、先に形成した有機層１００に、外部からの水分が侵入することを防止することをその
機能の一つとしており、パッシベーション層９０としてはガスバリア性の高いものが要求
される。本実施形態においては、パッシベーション層９０の積層構造として、第４シリコ
ン窒化膜９２、アクリル樹脂などからなる有機樹脂膜９４、第５シリコン窒化膜９６の積
層構造を採用した。更に、有機樹脂膜９４と、第５シリコン窒化膜９６との間に、シリコ
ン酸化膜を介在させる構成としてもよい。
【００８４】
　以上の工程により、表示装置２が作製される。必要に応じて、パッシベーション層９０
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バーガラスやタッチパネル基板等との空隙を埋めるために、両者の間に樹脂等を用いた充
填材を介在させてもよい。
【００８５】
　なお、本実施形態においては、図２～５を用いて上述したように、表示装置２が第１の
熱源電源線３４、第２の熱源電源線３５の少なくとも一方を含む構成とすることにより、
有機発光ダイオード６の発光層に熱を供給する構成を例示したが、例えばアレイ基板５０
の裏面側に、銅フィルムなどからなる均熱シートを配置し、更にその均熱シートの裏面側
に発熱部材を配置することにより、有機発光ダイオード６の発光層に熱を供給する構成と
してもよい。
【符号の説明】
【００８６】
　２　表示装置、４　画素アレイ部、６　有機発光ダイオード、６Ｂ　第１有機発光ダイ
オード、６Ｒ　第２有機発光ダイオード、６Ｇ　第３有機発光ダイオード、８　画素回路
、１０　点灯ＴＦＴ、１２　駆動ＴＦＴ、１２Ａ　第１駆動ＴＦＴ、１２Ｂ　第２駆動Ｔ
ＦＴ、１２Ｃ　第３駆動ＴＦＴ、１４　キャパシタ、１６　熱源抵抗、１７　熱源抵抗、
２０　走査線駆動回路、２２　映像線駆動回路、２４　駆動電源回路、２６　制御装置、
２８　走査信号線、３０　映像信号線、３２　駆動電源線、３４　第１の熱源電源線、３
５　第２の熱源電源線、３６Ｒ　サブ発光画素、３６Ｇ　サブ発光画素、３６Ｂ　サブ発
光画素、４０　表示パネル、４２　表示領域、４４　ＦＰＣ、４６　駆動部形成領域、４
８　ドライバＩＣ、５０　アレイ基板、５４　第１シリコン酸化膜、５６　第１シリコン
窒化膜、５８　第２シリコン酸化膜、６０　ゲート絶縁膜、６２　第１配線、６４　ポリ
シリコン膜、６６　第２シリコン窒化膜、６８　第３シリコン酸化膜、７０　第２配線、
７２　平坦化膜、７４　透明導電膜、７６　第３配線、７８　第３シリコン窒化膜、８０
　下部電極、８２　絶縁膜、８４　上部電極、９０　パッシベーション層、９２　第４シ
リコン窒化膜、９４　有機樹脂膜、９６　第５シリコン窒化膜、１００　有機層、１００
Ｂ　第１有機層、１００Ｒ　第２有機層、１００Ｇ　第３有機層、１０２　正孔輸送層、
１０４　発光層、１０４Ｂ　第１発光層、１０４Ｒ　第２発光層、１０４Ｇ　第３発光層
、１０６　電子輸送層。
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本发明的目的是进一步提高发光层中的荧光发射效率。 根据本公开的显
示装置包括：基板;为基板上方的每个像素设置的第一下电极;设置在第一
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设置在第一有机层上方的上电极并且，发热构件向第一发光层提供热量
并促使处于激发三重态的发光材料在与激发单重态相反的方向上交叉。 
[选择图]图2

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/339c43c7-f143-4b4a-a170-8f58b3b1a90c
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/065517438/publication/JP2019047056A?q=JP2019047056A

